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研究成果の概要（和文）：高度高齢化社会が進行する先進国では、高齢者福祉を政府等が一元的に管理する方法から、
利用者に多様な選択肢を提供する「ニーズ対応」型福祉システムへの移行が行われつつある。
 本研究ではこのシステムの中長期的な質向上と持続的発展を目指し、多方面の専門領域から国際比較研究を行った。
その結果、福祉分野では当事者の自己決定能力に疑問があり画一的な能力の存在を前提とするのは不適切であるが、福
祉の自己決定の要因はその制度の導入経緯が影響し一国内部でも多様性があること、福祉システムの運用は一国で完結
する状況でなくなってきており、福祉における文化比較は制度構築でこれまで以上に重要なことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：While most advanced countries are becoming super-aged societies, many governments 
are trying to change their social welfare structure of aged people from the universal service systems 
that are administered by goverments to those sensitive the specific needs of the users by taking into 
account of the choice of the users. We conducted research in order to seek for the ways to improve the 
quality of welfare service and make the welfare system sustainable. Followings are the outcomes.(1)As the 
capability for self-determination varies significantly among elder people, it is not proper to assume 
that every elder people has universal capacity.(2)The features of social welfare are heavily influenced 
by its structural history, and differ from country to country or even inside country.(3) The functions 
and circulations of social welfare services does not completed within one country. Therefore,to compare 
cultural differences among countries is getting more important for researchers.
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１．研究開始当初の背景 

 先進諸国（日本を含む）ではその大半が少

子高齢化時代を急速に迎えており、医療・年

金・介護等の高齢者福祉の諸分野において、

福祉の多様な選択肢を提供する「ニーズ対

応」型福祉システム構築への諸改革が行われ

てきている。この改革では、福祉を一元的に

管理してきた国・自治体等に代わって、NPO

や企業等、市民に幅広い選択や参加・決定の

機会を提供する「市民参加」型組織の役割が

飛躍的に増大しつつある。こうしたニーズ対

応型福祉については、経済学・政治経済学か

らの研究が行われてきたところ、それらは福

祉システムの動態を福祉財政というマクロ

な経済合理性の観点のみから、また福祉シス

テムの安定性についても福祉財政の均衡と

いう観点から、いずれも肯定的に評価してい

たが、福祉システムを取り巻く状況は大きく

変化しつつあって、その中長期的な質向上と

持続的発展を目指して検討することが不可

欠となってきていた。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、少子高齢化が進む先進諸国の高

齢者福祉をめぐる議論と政策に関して、総合

的な国際比較研究を行おうというものであ

り、その際、先進諸国の高齢者福祉システム

の特徴を、「ニーズ対応・市民参加」型福祉

と捉え、その中長期的な質向上と持続的発展

に資する総合的な展望を示すことを目的と

する。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、①各研究分担者にそれぞれの

専門領域である法学・政治学を背景として責

任担当分野と参照する地域を配分して、高齢

者福祉の課題を抽出して分析すること、②ゲ

ーム理論・合理的選択論やリベラル平等主義

などの近年の多種多様な福祉理論の先行研

究を、福祉領域への展開の歴史を主軸として、

批判的検討を行うこと、③日米欧の高齢者福

祉の主要分野において生じていると解され

る、ニーズ対応・市民参加型福祉改革の要因

や特色と限界を明らかにすること、④高齢化

が進む先進諸国で近年、論じられることが多

くなっている市民の自己決定をめぐる諸問

題を分析し、その課題と解決策を模索するこ

と、⑤各国での福祉システムの安定性を高め

るための政策的対応の比較・検討を行うこと、

を基本的方法として分析を進めた。 

 

４．研究成果 

 本研究では、上記に示した方法に依拠して

これを行い、以下(1)～(5)に示す全体的知見が

得られたほか、各研究参加者の研究成果とし

ても(6)に示す結果・知見が得られた。 

(1)福祉における自己決定の法的・倫理的問題

及び特質、その対応策等について、福祉と医

療との比較等からも示唆されるが、高齢者は、

福祉サービスの選択主体としては、その自己

決定能力の個人差が極めて大きく、自己決定

の独立した主体としては、画一的・均質的な

能力の存在を前提とする従来からの福祉理

論に単純に当てはめることは不十分・不適切

であり、現在の通説的な理解と異なり、再検

討が必要であることが明らかになった。もっ

とも、福祉に関する合理的自己決定の可能性

は、選択対象としての福祉システムの差異、

特に各国の福祉システムの歴史的・制度的差

異が大きな役割を演じており（高度高齢化が

急激に進む日本で、患者の権利意識はなお拡

大の途上といった段階で、パターナリスティ

ックな専門家の対応の歴史が長く、自己決定

の理念の受け入れも高齢者には必ずしも十

分浸透してきていないこと、医療と介護の境

界が最近まで截然と存在していた経緯等の

事情等）、こうした経路依存性の解明がとり

わけ重要である。従来の高齢者の自己決定能

力の低下を補完するための諸政策は、医療・

年金・介護という三分野がそれぞれ個別・断



片的に行われてきたが、近年はこれらの分野

を分断せず相互連携する形でつなげ、政策の

効率化を進める必要性が指摘された。なおこ

れについての日本の動きは、法改正として結

実していることに注目すべきである。 

(2)福祉システムの内部には近年、多様な外国

人参入が進展しつつあるが、高齢者福祉の場

面においては関係当事者に変化が生じてい

ることと、文化的多様性に起因する自己決定

能力の多様性にも関心が深まっており、各種

福祉サービスの担い手としての外国人労働

者を積極的に活用するために、外国の福祉に

関する技能と日本のそれとを架橋する転換

教育システムを構築する必要性が高まりつ

つあるという知見が得られた。しかしながら、

福祉サービスに用いられる多様な科学技術

の開発や、福祉サービスに用いられる知識・

ノウハウの伝達という局面では、市民参加の

拡大はなお限定的な状況で、国や自治体等の

公的セクターの役割が依然として大きい。こ

うした現実認識の確認と共有は、下記(3)と相

まって、今後の制度提案・設計の基礎作業と

なるものである。 

(3)福祉システムの持続可能性をめぐる諸問

題は、ニーズ対応型・市民参加型福祉改革を

比較的早期に推進した諸国で近時深刻な問

題となりつつあるが、そうした問題への対応

は、諸国においてそれぞれの経緯があって差

異がある一方、同一国内の地域レベルでも多

様なものがある。 

(4)以上の事実認識と検討を通じ、福祉システ

ムを再編する過程においては、法制度という

強制的契機を内在した手段を採用すること

によりも、非制度的な政策を用いた緩やかな

誘導の方が長期的に見て有効な手段である

と認識されつつある。しかしながら同時に、

こうした非制度的政策に関して、その濫用を

防ぐための公的規制の必要性はなお残って

おり、その精緻化が望まれること等の知見、

及び、ニーズ対応・市民参加型福祉システム

の進展・拡大の歴史検討及び現状の分析を通

じて、こうした再編作業もいまだ各国でも萌

芽的に論じられる段階にとどまっていて、国

家間・一国内の各地域において多様な政策的

差異がみられる。その結果、日本でのこうし

たシステムを完全に定着させることができ

るかどうかは、諸外国の多様な法制度の移植

を検討するにとどまらず、それらを支える福

祉人材や福祉を効率的かつ有効なものとし

て伝える知識の伝播が極めて重要な課題で

あることが明確になった。そのためには、諸

外国に存在するが日本ではまだ十分に取り

組まれていない具体的制度の紹介検討も、今

後もなお必要である。 

(5)高齢者をめぐる福祉システムの議論は、現

実の事情の深刻化により、伝統的方法が追い

つけていない部分が多分にあり、これに対す

る理論化もなお変動の途上で、各国の対応も

手探りに近いものがあるが、日本の状況を確

認することができた。 

(6)さらに、こうした本研究の全体的成果を踏

まえた上で、各研究参加者の行った個別研究

の概要と成果を提示したい。まず研究代表者

の研究では、高齢者を取り巻く医事法上の諸

課題、特に高齢者になるまでの健康維持管理

に関する日本法の特殊性（健康増進法のもつ

社会的・法的意義）、「医事法」内部の問題と

しての高齢者の定義を含め、十分な議論を経

ずに当然の形で検討されてきている点、また、

医事法上の問題が実は福祉と連携している

問題で、それらの問題解決のために法律実務

家も役割を果たせる可能性があり外国には

その例が既に存在していること（法による公

衆衛生の拡大・増進のための方法としての医

療 と 法 の 協 働 関 係 、

Medical-Legal-Partnership, MLP）を指摘・

紹介し、医療と介護の境界が低くなっている

こと、医事法のあり方に影響を及ぼす可能性

があることという知見が得られた。また、憲

法専攻の 2名の分担者は、ドイツについて社



会国家原理をめぐる近年の動き、英米法にお

ける福祉システム・日本における生存権論の

動向とそれに触発されて憲法 14 条について

の考察を行った。労働法専攻の分担者は、諸

外国で年齢差別や障害者差別を禁止する動

きが広がっていることをふまえ、年齢差別禁

止の中核的部分が年齢により能力低下が生

じるというステレオタイプを違法とするこ

とにあり、定年制等を例外とすることも考え

られること、障害者差別禁止についても、一

定割合の障害者を雇うことを企業に義務づ

ける日本の雇用率制度には雇用促進効果が

認められること等を国際学会等で報告した。

社会主義国法専攻の分担者は、ソ連解体に前

後する労働法制の変動に注目して検討を加

えた。家族法専攻の分担者は、高齢者福祉の

主要分野である介護と近時の福祉関連諸制

度の法改正に着目し、家族内における介護労

働の在り方やその問題点と密接に関わる相

続法上の諸問題について検討し基本的文献

の複数に執筆を行った。政治学専攻の分担者

はベーシックインカム論の意義と限界につ

き多文化主義との比較研究を行い、ベーシッ

クインカムが労働市場への経済的効果の観

点だけから見ても必ずしも外国人に有利と

は言えず、匿名性を特色とする外国人に対す

る政府の過剰な干渉可能性等の難点につい

ての知見を得た。行政学・政治過程論専攻の

分担者の研究からは，ニーズ対応型・市民参

加型福祉は日本では移行の動きはあまり強

いとはいえないのに対して市民参加型への

転換は進みつつあるが，行政主導であるとい

う特徴が見られ、政党政治がこうした福祉政

策の新しい動向の規定要因として重要であ

ることを結論づけた。西洋政治史の研究分担

者は、旧来の福祉システムのあり方の経路依

存性を明らかにすべく、戦後ドイツにおける

福祉システムの歴史的展開についての研究

を進めた。以上のような研究成果のうち、た

とえば研究代表者の MLP に関する論文につ

いては、それを機縁として法律実務家に日本

でも同様な仕組みを構築するための連携が

可能かどうか模索する動きが始まっている

と仄聞しており、徐々に本研究の社会への還

元が進んでいると理解している。 

(7)本研究の遂行において海外出張を多数回

実施したほか、神戸大学においてオランダ

（イギリス）・デンマーク・ニュージーラン

ド・アメリカの研究者を招聘して国際ワーク

ショップを開催し、内外の研究者との間に緊

密なネットワークを構築することができた。 
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